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代表取締役社長
保志  忠郊

株主の皆様におかれましては、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し
上げます。

当第50期は、コロナ禍からの回復が一巡するなかで、各事業への投資を積
極的に推進することで、当社の安定的収益基盤を改めて強固なものへと構築
する１年間となりました。

業務用カラオケ事業におきましては、前期４月に発売した「LIVE DAM 
AiR」を中心に、賃貸機器の旧機種からの入替を推進し、カラオケを楽しく・
気持ちよく歌える環境づくりに努めました。成長市場であるエルダー市場
においては、グループ所属のアーティストにも協力いただき、オンラインコ
ンサートの実施などを通じて介護現場におけるカラオケ活用を訴求いたし
ました。

カラオケ・飲食店舗事業におきましては、メーカー直営店としてビッグエコー
のリニューアルに注力し、カラオケ機器の設備はもとより、店舗の美観の維
持向上に努めました。飲食店舗においては予約が好調に推移するなかで、
SHINAGAWA PIVOTなど大型店舗の出店を行うことができました。

成長事業と位置づけておりますパーキング事業においては前期に子会社化
した(株)クレストを含め、順調に施設数が増加し、テレビCM等も活用した

「ザ・パーク」の認知拡大を図りました。
これらの結果、前期に行った株式譲渡によりテレビ番組制作事業の売上が

剥落した音楽ソフト事業を除き、すべての事業セグメントにおいて増収とな
り、当期の連結売上高は過去最高となりました。利益面においては人件費や
減価償却費など、将来に向けた投資が増加したことなどにより、営業利益・
経常利益では前期に及ばなかったものの、各事業における事業基盤が着実に
拡大しております。

また、進行期においては５年半ぶりとなるDAMフラッグシップモデルの
新商品「LIVE DAM WAO！」を発売いたしました。DAMの強みである音
と映像には徹底的にこだわりながら、「みんなで集まって楽しむ」というカラ
オケ本来の楽しみ方を改めて追求した機能を多数搭載いたしました。本機は
お取引先様から好調な受注をいただくなかで、当社のビッグエコーにも積極
的に導入を進めており、カラオケ産業全体を盛り上げていきたいと考えてお
ります。

私たちはこれからもカラオケのリーディングカンパニーとして、幅広い世代
に楽しまれ、心と身体の健康にも寄与するカラオケを中心に「もっと音楽を世
に もっとサービスを世に」の社是のもと、DAM、店舗、パーキングと様々な形
の「喜び」を社会に提供し続けることで、皆様の期待に応えてまいります。

株主の皆様には、引続きのご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げ
ます。

2025年6月

株主の皆様へ
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株主総会招集ご通知
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証券コード 7458
2025 年 ６ 月 ３ 日

（電子提供措置の開始日2025年５月29日）
株 主 各 位 東京都品川区北品川五丁目５番26号

株式会社第一興商
代表取締役社長 保志忠郊

第50回 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
さて、当社第50回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第50回定

時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
＜当社ウェブサイト＞ https://www.dkkaraoke.co.jp/stockinfo/meeting.html

また、上記のほか、東証のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下のURLにアクセスして、銘柄名（第
一興商）又は証券コード（7458）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択の上、ご確認くだ
さいますようお願い申し上げます。

＜東証ウェブサイト＞ https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等により議決権を行使することができますので、

お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、次頁のご案内をご参照いただき、
2025年６月19日（木曜日）午後６時までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1.日 時 2025年６月20日（金曜日）午前10時（開場 午前９時）
2.場 所 東京都港区台場一丁目９番１号

ヒルトン東京お台場 １階 ペガサス
3.目的事項
報告事項 1.第50期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計監

査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2.第50期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款の規定に基づき、下記の事項を記載しておりません。
したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。

①事業報告の会社の体制及び方針
②連結株主資本等変動計算書及び連結計算書類の連結注記表
③株主資本等変動計算書及び計算書類の個別注記表
2023年３月より開催される定時株主総会から招集通知の電子提供制度が適用されましたが、「書面交付請求」の有無にかかわらず、
従前と同様の招集ご通知をお送りしております。



インターネットによる行使方法のご案内については次頁をご参照ください。
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議決権行使のお願い
株主総会における議決権の行使は、株主の皆様の大切な権利です。電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書

類をご検討の上、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。議決権の行使は、以下の方法がござ
います。

株主総会にご出席いただける場合
会場受付にご提出
同封の議決権行使書用紙を株主総会当日に会場受付にご提出ください。

日 時 2025年６月20日（金曜日）午前10時（開場午前９時）

場 所 ヒルトン東京お台場１階 ペガサス

書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による行使を有効な行使としてお取り扱い
いたします。インターネット等により複数回議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。

株主総会にご出席いただけない場合
「郵送」又は「インターネット等」で事前に議決権を行使いただけます。

郵 送
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご返送ください。なお、各
議案につきまして賛否を表示せず提出された場合は、賛成の意思表示があったものとしてお
取り扱いいたします。

期 日 2025年６月19日（木曜日） 午後６時までに到着

インターネット等
パソコン、スマートフォンから、当社の指定する議決権行使サイトにアクセスしていただき、
同封の議決権行使書用紙に記載されたログインＩＤ、仮パスワードをご利用になり、画面の
案内に従って賛否を入力してください。
議決権行使サイト https://evote.tr.mufg.jp/

期 日 2025年６月19日（木曜日） 午後６時までに入力

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 ０１２０−１７３−０２７（受付時間 午前9時〜午後9時 通話料無料）



インターネットによる議決権行使は、パソコン、ス
マートフォンから、当社の指定する議決権行使サイ
トにアクセスしていただくことによってのみ実施可
能です｡

（ただし、毎日午前２時30分から午前４時30分まで
は取り扱いを休止します）

議決権行使サイト
https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使期限
2025年６月19日（木曜日）午後6時まで

インターネットによる議決権を行使される場合のお手続きについて

議決権行使サイトにアクセスする

※操作画面はパソコンによる議決権行使の場合のイメージです

議決権行使サイトのご利用方法

1. 

ご注意事項
● パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等を使用され

ている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のイン
ターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

● 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
①郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内

容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
②インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせて

いただきます。またパソコンとスマートフォンで重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された
内容を有効とさせていただきます。

● 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担とな
ります。また、スマートフォンをご利用の場合は、データ通信料等による料金が必要になりますが、これらの
料金も株主様のご負担となります。

「次の画面へ」をクリック
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管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を
含みます）につきましては、(株)IＣＪが運営す
る議決権電子行使プラットフォームの利用を事
前に申し込まれた場合には、当社株主総会にお
ける電磁的方法による議決権行使の方法とし
て、インターネットによる議決権行使以外に、
当該プラットフォームをご利用いただくことが
できます。

❶株主様以外の第三者による不正アクセス（“な
りすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止
するため、ご利用の株主様には、議決権行使サ
イト上で「仮パスワード」を任意のパスワード
に変更することが可能です。
❷株主総会の招集の都度、新しい「ログイン
ID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

議決権電子行使
プラットフォームについてパスワードのお取り扱いについて

以
降
画
面
の
案
内
に
沿
っ
て

賛
否
を
ご
入
力
く
だ
さ
い
。

「ログイン」をクリック

お手元の議決権行使書用紙の右下に記載された
「ログインID」及び「仮パスワード」を入力2. 
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株主総会参考書類
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第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に利益を還元していくことを重要な経営課題の一

つとして位置づけております。
当期の期末配当は、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

（1）配当財産の種類
金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき29円（中間配当を含め年57円）
配当総額は3,030,148,897円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月23日
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第２号議案 定款一部変更の件
1. 変更の理由

本社機能の強化と業務の一層の効率化を図るため、第３条（本店の所在地）に定める本店の所在地を東京都
品川区から東京都港区に変更するものであります。なお、本変更につきましては、2026年３月31日までに開
催される取締役会において決定する本店移転日をもって効力を発生することとし、その旨の附則を設けるもの
であります。

2. 変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

第１条〜第２条 （条文省略） 第１条〜第２条 （現行どおり）

（本店の所在地） （本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を東京都品川区に置く。 第３条 当会社は、本店を東京都港区に置く。

第４条〜第50条 （条文省略） 第４条〜第50条 （現行どおり）

（新設） 附 則
（第３条の変更の効力発生日）
第51条 2025年３月31日に終了する事業年度に関

する定時株主総会において決議された第３条
（本店の所在地）の変更は、2026年３月31日ま
でに開催される取締役会において決定する本店
移転日をもって効力を生ずるものとする。な
お、本附則は、本店移転の効力発生日経過後、
これを削除する。



株主総会参考書類
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第３号議案 取締役６名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員が任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお

願いするものであります。
取締役候補者の選定にあたりましては、透明性や客観性を高めるため、人事諮問委員会（委員長は社外取締

役）に諮問し、同委員会の答申を踏まえ、取締役会が決定しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番号 氏名 現在の地位、担当 取締役会への

出席状況

１ 再任
ほ し ただひろ

保志 忠郊 代表取締役社長兼社長執行役員 100%
（12回／12回）

２ 再任
おおつか け ん じ

大塚 賢治 取締役兼専務執行役員営業統括本部長 100%
（12回／12回）

３ 再任
いいじま た け し

飯島 毅 取締役兼専務執行役員店舗事業本部長 100%
（12回／12回）

４ 新任
くに つ ひ ろ し

國津 洋 執行役員管理本部長 ―

５ 再任
たるいし か つ や

垂石 克哉 社外取締役 独立役員 社外取締役 100%
（12回／12回）

６ 新任
たかはし ち え こ

高橋 千恵子 社外取締役 独立役員 ―
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候補者番号

1
ほ し ただひろ

保志 忠郊 生年月日 1971年３月６日
所有する当社の株式数12,492,000株 取締役会への出席状況 12回／12回（100%）

再任

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
1999年２月 当社入社
2004年４月 制作本部制作管理部部付部長
2005年５月 音楽ソフト事業本部レコード子会社管理部長
2005年６月 執行役員音楽ソフト事業本部副本部長兼レコード子会社管理部長
2007年４月 執行役員営業統括本部直轄営業部長
2007年６月 取締役兼執行役員営業統括本部副本部長兼直轄営業部長
2009年９月 常務取締役兼上席執行役員営業統括本部副本部長兼直轄営業部長
2011年６月 常務取締役兼上席執行役員営業統括本部長
2015年４月 常務取締役兼上席執行役員営業統括本部、宣伝部管掌
2015年６月 専務取締役兼上席執行役員営業統括本部、宣伝部管掌
2017年６月 代表取締役社長
2021年６月 代表取締役社長兼社長執行役員（現任）
2024年９月 株式会社ホシ・クリエート 代表取締役副社長（現任）

取締役候補者とした理由
当社事業の全般において豊富な

経験と高い見識を有しており、
2017年６月に代表取締役社長就任
以降、長期安定収益基盤の強化・
拡大を指揮しております。当社の
持続的な成長と中長期的な企業価
値向上のため、引続き取締役とし
ての選任をお願いするものであり
ます。

候補者番号

2
おおつか け ん じ

大塚 賢治 生年月日 1966年９月29日
所有する当社の株式数 12,000株 取締役会への出席状況 12回／12回（100%）

再任

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
1987年12月 当社入社
1998年４月 松山営業所（現 松山支店）所長
2004年４月 広島支店長
2007年４月 大阪支店長
2009年10月 営業統括本部直轄営業部長
2011年10月 営業統括本部直轄営業部長兼ＦＣ事業推進部長
2012年４月 営業統括本部副本部長兼子会社営業部長兼ＦＣ事業推進部長兼特販営業部管掌
2012年６月 執行役員営業統括本部副本部長兼子会社営業部長兼特販営業部管掌
2015年４月 執行役員営業統括本部長
2016年６月 上席執行役員営業統括本部長
2017年６月 取締役兼上席執行役員営業統括本部長
2023年６月 取締役兼常務執行役員営業統括本部長
2024年６月 取締役兼専務執行役員営業統括本部長（現任）

取締役候補者とした理由
当社営業部門に携わり、永く全

国の直営事業所や販売子会社を統
括するほか、収益基盤の拡大を目
指してパーキング事業の運営にも
注力しております。また、全国各
地の商慣習に対し豊富な経験・見
識を有しており、当社の持続的な
成長と中長期的な企業価値向上の
ため、引続き取締役としての選任
をお願いするものであります。
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候補者番号

3
いいじま た け し

飯島 毅 生年月日 1960年７月10日
所有する当社の株式数 40,000株 取締役会への出席状況 12回／12回（100%）

再任

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
2000年３月 当社入社
2006年４月 店舗開発・管理部長
2008年４月 店舗事業本部副本部長
2015年４月 店舗開発部長
2015年６月 執行役員兼店舗開発部長
2016年３月 執行役員店舗事業本部副本部長兼店舗開発部長
2016年６月 上席執行役員店舗事業本部副本部長
2016年７月 上席執行役員店舗事業本部副本部長兼店舗事業推進部長
2017年４月 上席執行役員店舗事業本部長
2019年５月 上席執行役員店舗事業本部長兼店舗開発部長
2019年６月 取締役兼上席執行役員店舗事業本部長兼店舗開発部長
2023年６月 取締役兼常務執行役員店舗事業本部長兼店舗開発部長
2024年６月 取締役兼専務執行役員店舗事業本部長兼店舗開発部長
2025年４月 取締役兼専務執行役員店舗事業本部長（現任）

取締役候補者とした理由
当社店舗運営部門に携わり、「ビ

ッグエコー」等カラオケ店舗のブ
ランド力強化と、飲食業態では新
ブランドの積極的な出店並びに収
益基盤の拡大を主導しております。
また、店舗事業で豊富な経験・見
識を有しており、当社の持続的な
成長と中長期的な企業価値向上の
ため、引続き取締役としての選任
をお願いするものであります。

候補者番号

4
くに つ ひ ろ し

國津 洋 生年月日 1964年12月５日
所有する当社の株式数 11,400株 取締役会への出席状況 ―

新任

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
1997年１月 当社入社
2006年10月 営業企画部長
2008年１月 制作管理部長
2010年４月 子会社営業部長
2012年４月 経営企画部長兼社長室長
2012年６月 執行役員経営企画部長兼社長室長
2021年６月 執行役員管理本部副本部長兼経営企画部長兼社長室長
2023年10月 執行役員管理本部副本部長兼総務部長
2024年６月 執行役員管理本部長（現任）

取締役候補者とした理由
新任の取締役候補者であります。

当社における多くの業務部門責任
者としての経験を有し、リスク対
応を含む管理業務全般を主導して
いることから、社内取締役として
職務を適切に遂行することができ
るものと判断しております。



12

候補者番号

5
たるいし か つ や

垂石 克哉 生年月日 1954年１月４日
所有する当社の株式数 200株

再任 社外 独立役員
取締役会への出席状況 12回／12回（100%）

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
1977年４月 株式会社オリジナルコンフィデンス（現 株式会社oricon ME）入社
1981年５月 同社 札幌支局長
1982年９月 同社 オリコンウイークリー編集長
1990年４月 同社 マーケティング部長
1997年６月 同社 取締役 オリジナルコンフィデンス編集長
1999年10月 株式会社おりこんダイレクトデジタル（現 オリコン株式会社）取締役
2001年10月 株式会社オリコン（現 株式会社oricon ME）代表取締役社長
2007年１月 オリコン・マーケティング・プロモーション株式会社（現 オリコン・リサーチ株式会社）代表取締役社長
2017年６月 オリコン株式会社 取締役副社長
2021年３月 同社 顧問（現任）
2023年６月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
同氏はオリコングループにおいて要職を歴任

するなど豊富な経営経験を有しており、また、
音楽とエンターテインメントに関する専門的な
知見を有しております。2016年に発足した
「人事・報酬諮問委員会」においては委員長と
して取締役の指名・報酬プロセスの安定性に注
力していただいております。今後も的確な助言
と監督をいただくため、引続き社外取締役とし
ての選任をお願いするものであります。

候補者番号

6
たかはし ち え こ

高橋 千恵子生年月日 1959年4月25日
所有する当社の株式数 0株

新任 社外 独立役員
取締役会への出席状況 ―

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
1980年４月 第一生命保険相互会社（現 第一生命保険株式会社）入社
2011年４月 同社 団体保障事業部部長
2013年４月 同社 総合法人第四部長
2014年４月 同社 補佐役兼公法人部長
2015年４月 同社 執行役員公法人部長
2018年４月 同社 常務執行役員公法人部長
2020年３月 株式会社白洋舎 社外取締役（現任）
2021年４月 第一生命保険株式会社 常務執行役員
2024年４月 同社 非常勤顧問

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
新任の社外取締役候補者であります。同氏

は、金融機関での豊富な営業経験とダイバーシ
ティ等に関する幅広い知見を有していることか
ら、社外取締役として職務を適切に遂行するこ
とができるものと判断しております。これらの
見識を活かし、独立した客観的な立場から当社
経営を監督していただくことを期待しており、
社外取締役としての選任をお願いするものであ
ります。また、同氏が選任された場合には、
「人事・報酬諮問委員会」の委員として取締役
の指名・報酬プロセスに参画いただく予定で
す。
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、取締役、監査役及び執行役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O

保険）契約を締結しております。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又
は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害及び争訟費用等について填補することとされて
います。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されない等、一定の免責事
由があります。なお、保険料は全額当社が負担をしております。各候補者が選任された場合には、候補者各氏は当該契約の
被保険者に含められることとなり、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。

３．垂石克哉氏、高橋千恵子氏は、社外取締役候補者であります。
４．高橋千恵子氏の戸籍上の氏名は、蓮沼千恵子であります。
５．垂石克哉氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって２年となりま

す。
６．当社は垂石克哉氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が規定する額であります。垂石克哉氏が原案どおり再
任された場合には、当該契約を継続する予定であります。また、高橋千恵子氏の選任が承認された場合には、同氏との間で
も上記内容の責任限定契約を締結する予定であります。

７．当社は垂石克哉氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、原案どおり再任された場合には、引き
続き独立役員とします。また、高橋千恵子氏の選任が承認された場合には、独立役員として同取引所に届け出る予定であり
ます。

【ご参考】取締役のスキルマトリックス（本総会において各候補者が選任された場合の予定）

当社における地位及び担当 氏名
当社の経営戦略に照らし特定したスキル項目

経営 業界 事業
戦略 リスク 多様性

代表取締役社長 保志 忠郊 〇 〇 〇 〇

取 締 役
営業統括本部長 大塚 賢治 〇 〇 〇

取 締 役
店舗事業本部長 飯島 毅 〇 〇 〇

取 締 役
管理本部長 國津 洋 〇 〇 〇

取 締 役
社外・非常勤 垂石 克哉 〇 〇

取 締 役
社外・非常勤 高橋 千恵子 〇 〇
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（ご参考）
〈経営陣幹部の選解任、取締役・監査役候補の指名に係る方針・手続き〉

当社では、経営陣幹部・取締役の期待役割を「取締役業績評価基準」のなかで「取締役の期待役割」７項目（イノベーションの気概・
変化への柔軟性・本質を見抜く力・ビジョンを掲げる力・過去からの脱却・多様性の活用・リスク管理）として明示しております。
経営陣幹部の選任については、同「期待役割」に加え、当社グループの経営理念に基づいた戦略の構想力と、強力な業

務執行能力を必須条件としております。
取締役候補の指名については、上述の「取締役の期待役割」７項目に、それぞれの人格と管理・監督機能の執行に必要

な見識等を総合的に勘案し、適任者を指名しております。
監査役候補に関しては、企業リスクに関する洞察と経営者に対する忌憚のない発言力、経営の健全性及び透明性の向上

に貢献できる適任者を指名しております。
経営陣幹部の選任並びに取締役及び監査役候補の指名にあたっては、社外取締役を委員長とする「人事諮問委員会」に

て事前審議を行い、取締役会に意見の具申をいたします。取締役会はこれら意見を慎重に協議した上で決定いたします。
経営陣幹部の解任については、経営陣幹部に選任事由からの逸脱が認識された時点で、取締役会が判断いたします。し

かし乍ら、何らかの事由により取締役会が機能不全となった場合のフェイルセーフ・システムとして、社外取締役を委員
長とする「人事諮問委員会」が取締役会に対し、解任の助言・提言を行うこととしております。
〈当社の独立役員の独立性の判断基準〉

当社では、「独立役員の独立性の判断基準」を定め、次の各項目のいずれにも該当しない者を独立役員として指定しております。
(1) 当社及び当社の関係会社の業務執行者又は過去10年間において当社及び当社の関係会社の業務執行者であった者
(2) 当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者
(3) 当社グループの主要な取引先又はその業務執行者
(4) 当社の大株主(直接・間接的により議決権の10％以上を保有している者)又はその業務執行者
(5) 当社が直接・間接的により議決権の10％以上を保有している者又はその業務執行者
(6) 当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者
(7) 当社グループから役員報酬以外に、多額の金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計士、税理士又はコンサルタント等
(8) 当社グループから多額の金銭その他の財産上の利益を受けている法律事務所、監査法人、税理士法人又は

コンサルティング・ファーム等の法人、組合等の団体の理事その他の業務執行者
(9) 当社グループから多額の寄付又は助成を受けている者又は法人、監査法人、税理士法人又はコンサルティング・

ファーム等の法人、組合等の団体の理事その他の業務執行者
(10)当社グループの業務執行取締役、常勤監査役が他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼務している場合において、

当該他の会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用者である者
(11)上記(2)〜(10)に過去３年間において該当していた者
(12)上記(1)〜(11)に該当する者が重要な者である場合において、その者の配偶者又は二親等以内の親族

以 上



（前期比 4.3%　）

第49期

売上高

百万円
（前期比 △3.5％　）

第49期

営業利益

（前期比 △6.0％　）

第49期

経常利益

（前期比 44.6％　）

第49期

親会社株主に帰属する当期純利益

第50期 第50期 第50期 第50期

153,020 百万円17,945 百万円18,396 百万円18,178

146,746 18,601 19,561

12,568

153,020
17,945 18,396 18,178

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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1 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度（2024年４月１日〜2025年３月31日）におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善を
受けて個人消費の持ち直しが見られたほか、インバウンド需要の増加などの後押しもあり、景気は緩やかな回復
基調となりました。一方で、海外での政情不安や為替相場の変動、物価上昇といった懸念も継続しており、景気
の先行きは不透明な状況が続いております。
当カラオケ業界におきましては、主力市場であるナイト市場・カラオケボックス市場を中心に、全体として市

場環境が緩やかに改善するなかで、各商圏において需要が中心地へ集中する傾向はより顕著になりつつありま
す。
このようななか、各事業におきまして諸施策を実施した結果、当期の業績は、売上高は153,020百万円（前期

比4.3％増）となりました。利益面におきましては、ベースアップに伴う人件費の増加や、各事業への設備投資
に伴う減価償却費の増加などの影響により、営業利益は17,945百万円（同3.5％減）、経常利益は18,396百万円
（同6.0％減）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、固定資産売却益などの特別利益
が前期と比べ5,399百万円増加したほか、業績回復に伴い繰延税金資産の積み増しを行った影響などにより、
18,178百万円（同44.6％増）となりました。
なお、当期の売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益は過去最高となっております。



（前期比 2.0％   ）

売上高
62,289百万円

（前期比△5.7％   ）

営業利益
11,677百万円

61,078 12,384

第50期第49期 第50期第49期

売上高構成比

40.7%
業務用カラオケ機器の販売、賃
貸及び通信カラオケの音源・映
像コンテンツの提供

業務用カラオケ事業
主要な事業内容

62,289 11,677
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事業区分別の概況は、以下のとおりであります。

当事業におきましては、主力市場であるナイト市場及び成長市場であるエ
ルダー市場を中心として緩やかに改善が進み、当期末のDAM稼働台数は、前
期末比１％増となりました。
そのようななか、市場ごとの施策を推進し、DAM稼働台数の増加に努める

とともに、前期に引き続き賃貸機器の新機種への入替えを推進することによ
り、安定的収益基盤の強化に努めました。また、ライブ映像・アニメ映像・
ミュージックビデオなどの映像コンテンツをさらに充実させることにより、
カラオケDAMの商品力強化を図りました。
エルダー市場においては、「歌うこと＝健康」という認知が拡がり、介護施

設等への訪問営業やオンラインコンサートの実施などを通じてエルダー市場
専用機である「FREE DAM LIFE（フリーダムライフ）」の拡販と、介護現場
における職員の負荷軽減につながる新機能の訴求を進めました。
以上の結果、2023年４月に発売した「LIVE DAM AiR（ライブダムアイ

アール）」の新商品効果が剥落し、卸売を中心とした商品販売売上が前期に及
ばなかったものの、機器賃貸件数及びDAM稼働台数の増加に伴ってストック
収入が増加したことにより、売上高は前期比2.0％の増収となりました。利益
面におきましては、商品販売粗利が減少したほか、賃貸機器の入替え推進に
伴う原価や販管費が増加したことなどにより、営業利益は前期比5.7％の減益
となりました。
なお、2025年４月には、５年半ぶりとなるDAMの新たなフラッグシップ

モデル「LIVE DAM WAO!（ライブダムワオ）」を発売いたしました。カラ
オケ本来の魅力である、集まって歌う楽しさを追求した機能の数々が好評を
いただき、好調な受注状況となっております。



7,100

（前期比 2.8％   ）

売上高
66,550百万円

（前期比 △10.6％   ）

営業利益
6,345百万円

第50期第49期 第50期第49期

64,733
売上高構成比

43.5%
カラオケルーム及び飲食店舗の
運営

カラオケ・飲食店舗事業
主要な事業内容

66,550 6,345

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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当事業におきましては、カラオケ12店舗、飲食14店舗の出店、及びカラオ
ケ15店舗、飲食14店舗の閉店を行ったことにより、当期末の店舗数はカラオ
ケ503店舗、飲食159店舗となりました。なお、飲食店舗の出店・閉店には
ブランド変更や複合店の統合を含みます。
店舗の集客について、前期からの上昇傾向が下期にかけてやや緩やかには

なったものの、当期の既存店売上高は前期と比較してカラオケ店舗で２％増、
飲食店舗で３％増となりました。
このようななか、ビッグエコー店舗においては “BIG SMILE, BIG ECHO.

歌おう、笑おう、みんなともっと” をスローガンに掲げ、メーカー直営店と
してカラオケ機器、音響設備のクオリティを高めるとともに、店舗リニュー
アルの推進により綺麗で快適な店舗環境の構築を図りました。また、自動受
付機・精算機を全店舗に導入し、利便性の向上を図ったほか、多様なアーテ
ィストやアニメ作品とのコラボレーション企画等を積極的に展開し、カラオ
ケを通して様々な喜びと楽しさの創出に努めました。
飲食店舗においては、予約受注が好調に推移するなかで、お客様の意見を

簡便に収集・数値化できるシステムを活用した顧客満足度の見える化を進め、
店舗環境、接客サービス、料理のクオリティ向上を図りました。また、博多
駅直結の大型商業施設KITTE博多へお鮨と天ぷらの食べ放題「鮨やハレの日」
を、品川プリンスホテル内に絶品釜焼き料理とアミューズメントの複合店舗
「SHINAGAWA PIVOT」をオープンするなど、幅広く集客の獲得を推進し
ました。
以上の結果、売上高は前期比2.8％の増収となりました。利益面におきまし

ては、店舗設備のリニューアル投資や人件費の増加などの影響により、営業
利益は前期比10.6％の減益となりました。



（前期比 △17.5％   ）

売上高
5,552百万円

営業利益
325百万円

（前期比 △12.7％   ）

3736,733
売上高構成比

3.6%
音楽・映像ソフトの制作、販売

音楽ソフト事業
主要な事業内容

第50期第49期 第50期第49期

3255,552
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当事業におきましては、新人アーティストの発掘とヒット曲の創出に努めるとともに、音楽出版事業にも注力
することにより、堅実な収益モデルの構築に努めました。また、プロフィギュアスケーター羽生結弦の公演を映
像化した『プロローグ』『GIFT』の販売が好調に推移いたしました。
以上の結果、CD・DVD等の商品販売や音楽出版事業については堅調に推移したものの、前期に行った株式譲

渡に伴ってテレビ番組制作事業が剥落したことにより、売上高は前期比17.5％の減収となり、営業利益は前期比
12.7％の減益となりました。



（前期比 31.2%   ）

売上高
18,627百万円

（前期比61.4％   ）

営業利益
2,372百万円

14,200 1,469

第50期第49期 第50期第49期

売上高構成比

12.2%
パーキング事業、不動産賃貸、
BGM放送事業ほか

その他の事業
主要な事業内容

18,627 2,372

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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当事業におきましては、新たな収益の柱とするべく「ザ・パーク」ブランドで展開するパーキング事業の業容
拡大が進展し、前期に子会社化いたしました㈱クレストを含め、当期末時点で3,900施設、44,000車室の規模
に拡大いたしました。また、「スターデジオAir」等で展開するBGM事業や、家庭用カラオケサービス「カラオケ
＠DAM」についても堅調に推移いたしました。
以上の結果、売上高はパーキング事業収入が増加したことなどにより前期比31.2％の増収となり、営業利益は

前期比61.4％の増益となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度におきましては、カラオケ機器の新機種への更新投資のほか、カラオケルーム店舗及び飲食店

舗の新規出店や店舗リニューアルなどに、19,462百万円の設備投資を実施いたしました。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度におきましては、増資及び社債発行、多額の借入れによる資金調達は行っておりません。
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（4）対処すべき課題
今後の経済見通しにつきましては、堅調な企業業績を背景に、雇用・所得環境は緩やかな改善が見込まれるも

のの、中東やウクライナに係る地政学的なリスクや、アメリカの政策動向による経済への影響が懸念されるほ
か、国内においても物価上昇が継続するなど、引き続き不透明な状況が続くものと予想されます。
国内カラオケ市場におきましては、主力市場であるナイト市場及びカラオケボックス市場においては緩やかに

改善するほか、介護施設などのエルダー市場におけるカラオケの需要は引き続き拡大することが見込まれること
から、全体として緩やかな改善傾向で推移するものと考えられます。そのなかで、各商圏における中心地への需
要の集中が進み、都心部における事業者同士の競争はより活発になるものと予想されます。
このような環境認識のもと、当社グループは、中長期的な経営戦略として、高い市場占有率を有する業務用カ

ラオケ事業及びカラオケ・飲食店舗事業に経営資源を積極的に投入することにより、「DAM」及び「ビッグエコ
ー」のブランド価値を高めることで、競争力及び収益力の強化に努めてまいります。また、成長事業であるパー
キング事業の育成にも注力し、持続的な成長を目指してまいります。
業務用カラオケ事業におきましては、2025年４月に、５年半ぶりとなるDAMの新フラッグシップモデル

「LIVE DAM WAO!(ライブダムワオ)」を発売いたしました。本機においては、“歌うほど、あたらしいワオ”
をコンセプトに、新たな演奏方式を採用して、より高音質で重厚感のある音源を実現したほか、多数の本人映像
を新たに搭載いたしました。また、新機能「ボイスマジック」により、“歌う” という体験をアップデートし、
コアなカラオケファンから、カラオケに苦手意識のある方までもが楽しめる機能を多数搭載いたしました。次期
においては本機の拡販につながるプロモーションを通じてカラオケ利用者のすそ野の拡大を図り、DAM稼働台
数の増加に努めます。エルダー市場においては、エルダー市場専用機である「FREE DAM LIFE（フリーダムラ
イフ）」の拡販と、「スケジュール機能」など、新機能の訴求を進めることにより、健康寿命の延伸とともに、介
護施設職員の業務負荷軽減といった社会課題の解決にも貢献してまいります。また、スーパーマーケットなどの
異業種との協業や、ボックス型カラオケ「COCOKARA」の活用などを通じて新たな歌う場の創出にも努めてま
いります。
カラオケ・飲食店舗事業におきましては、“BIG SMILE,BIG ECHO.” のスローガンのもと、メーカー直営店と

してカラオケ機器、音響、美観といった設備面をさらに充実させるとともに、より質の高いサービスを提供し、
顧客満足度の向上に努めます。また、４月発売の「LIVE DAM WAO!（ライブダムワオ）」については、新たな
機能をお客様にいち早く体感いただくため、４月中にビッグエコー全店への導入を完了しております。最新機種
の早期導入による集客向上につなげるとともに、“みんなで集まって、歌って楽しむ” というカラオケ本来の価
値を改めて訴求してまいります。飲食店舗においては顧客のニーズを捉えた新たなブランドの開発に注力すると
ともに、主力業態である個室ダイニングのほか、カラオケやダーツなどのアミューズメントを含めた幅広い客層
の開拓に努めてまいります。
音楽ソフト事業におきましては、新人アーティストの発掘とヒット曲の創出に努めるとともに、音楽出版事業

にも注力することにより、堅実な収益モデルの構築に努めてまいります。
成長事業として注力しておりますパーキング事業におきましては、M&Aを含む新規施設開拓を進め、さらな

る事業規模の成長を図るとともに、テレビCMなどを通じた「ザ・パーク」ブランドの認知拡大に努めます。
また、2026年２月頃には本社機能の移転を予定しております。現在３か所に分散しております本社を１か所

へ集約することで、部門間のコミュニケーションをより活性化し、生産性の向上と新たなイノベーションの創出
を図ってまいります。
これら主要事業を含むすべての事業において、“わかりやすい、使いやすい” サービスを基本として、ご利用

者皆様の喜びを提供し続けることで、企業価値の向上と広く社会に貢献する事業展開を目指してまいります。



売上高 （単位：百万円） 営業利益 （単位：百万円） 親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

第50期第48期第47期 第49期 第50期第48期第47期 第49期 第50期第48期第47期 第49期

94,787

△289 5,196

128,156
12,954

8,320

146,746 18,601
12,568

153,020 17,945
18,178

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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（5）財産及び損益の状況の推移
科 目 第47期

（2022年３月期）
第48期

（2023年３月期）
第49期

（2024年３月期）
第50期

（2025年３月期）
経営成績（百万円）
売上高 94,787 128,156 146,746 153,020
営業利益又は営業損失（△） △289 12,954 18,601 17,945
営業利益率（％） △0.3 10.1 12.7 11.7
経常利益 888 13,601 19,561 18,396
親会社株主に帰属する当期純利益 5,196 8,320 12,568 18,178
経営成績（百万円）
総資産 180,389 188,623 211,386 209,316
純資産 105,160 107,915 108,991 117,862
キャッシュ・フロー（百万円）
営業活動によるキャッシュ・フロー 18,165 24,869 26,799 24,656
投資活動によるキャッシュ・フロー △9,297 △12,104 △55,915 △11,445
財務活動によるキャッシュ・フロー △8,487 △9,493 6,926 △20,901
現金及び現金同等物の期末残高 68,125 71,423 49,306 41,584
1株当たりデータ（円）
1株当たり当期純利益 47.61 76.21 117.01 172.56
1株当たり純資産 948.33 974.95 1,006.80 1,113.36
1株当たり配当金（年間） 113.00 113.00 57.00 57.00
主要経営指標（％）
総資産経常利益率（ROA） 0.5 7.4 9.8 8.7
自己資本当期純利益率（ROE） 5.0 7.9 11.7 16.2
自己資本比率 57.4 56.4 50.9 55.6
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。

２．2023年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、第47期の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。
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（6）子会社の状況
会社名 資本金

（百万円） 当社の議決権比率（％） 主要な事業内容
㈱北海道第一興商 70 100.0 業務用カラオケ事業、カラオケ・飲食店舗事業
㈱東北海道第一興商 40 100.0 同 上
㈱北東北第一興商 70 100.0 同 上
㈱東北第一興商 90 100.0 同 上
㈱常磐第一興商 90 100.0 同 上
㈱群馬第一興商 70 100.0 同 上
㈱栃木第一興商 40 100.0 同 上
㈱埼玉第一興商 90 100.0 同 上
㈱東東京第一興商 70 100.0 同 上
㈱台東第一興商 90 100.0 同 上
㈱城西第一興商 70 100.0 同 上
㈱湘南第一興商 90 100.0 同 上
㈱新潟第一興商 40 100.0 同 上
㈱長野第一興商 70 100.0 同 上
㈱静岡第一興商 90 100.0 同 上
㈱東海第一興商 90 100.0 同 上
㈱北陸第一興商 70 100.0 同 上
㈱京都第一興商 40 100.0 同 上
㈱近畿第一興商 90 100.0 同 上
㈱兵庫第一興商 90 100.0 同 上
㈱九州第一興商 70 100.0 同 上
㈱沖縄第一興商 70 100.0 同 上
㈱東静特機 10 100.0 業務用カラオケ事業
㈱岩本商会 10 100.0 同 上
㈱ユニークメディア 10 100.0 ※１（100.0） 同 上
㈱Airside 3 100.0 カラオケ・飲食店舗事業
㈱第一興商音楽出版 10 100.0 音楽ソフト事業
日本クラウン㈱ 250 84.4 同 上
㈱徳間ジャパンコミュニケーションズ 270 100.0 同 上
㈱クラウンミュージック 10 100.0 ※２（100.0） 同 上
㈱トライエム 50 100.0 同 上
㈱ズームリパブリック 40 100.0 ※３（100.0） 同 上
㈱クレスト 10 100.0 パーキング事業
㈱おきなわブレイク 9 100.0 ※４（100.0） 同 上
㈱ディーケーファイナンス 60 100.0 金融業、不動産賃貸業
㈱ファーストプロパティーズ 3 100.0 不動産仲介業
㈱韓国第一興商 450百万Ｗ 100.0 業務用カラオケ事業
第一興商（上海）電子有限公司 100百万円 100.0 同 上



事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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（注）「当社の議決権比率」欄の（ ）は内書で、当社の関係会社の間接所有であり、所有する会社は次のとおりであります。
※１ ㈱岩本商会
※２ 日本クラウン㈱
※３ ㈱徳間ジャパンコミュニケーションズ
※４ ㈱クレスト

（7) 主要な営業所（2025年３月31日現在）
① 当社
本店 東京都品川区北品川五丁目５番26号
小売事業所 北海道地区 函館支店 （北海道函館市）

関東地区 東京支店 （東京都中野区） ほか８拠点
中部地区 岡崎支店 （愛知県岡崎市） ほか４拠点
近畿地区 関西支店 （大阪府大阪市） ほか３拠点
中国地区 広島支店 （広島県広島市） ほか４拠点
四国地区 高松支店 （香川県高松市） ほか５拠点
九州地区 熊本支店 （熊本県熊本市） ほか５拠点

卸売営業所 全国に９拠点
カラオケルーム
及び飲食店舗 当社直営店、全国に418店舗

② 子会社
国内 北海道地区 ㈱北海道第一興商 （北海道札幌市） ほか１社

東北地区 ㈱東北第一興商 （宮城県仙台市） ほか１社
関東地区 ㈱台東第一興商 （東京都台東区） ほか19社
中部地区 ㈱東海第一興商 （愛知県名古屋市） ほか５社
近畿地区 ㈱近畿第一興商 （大阪府大阪市） ほか２社
九州地区 ㈱九州第一興商 （福岡県福岡市） ほか２社

カラオケルーム
及び飲食店舗 子会社運営店、全国に244店舗

国外 アジア 第一興商（上海） （中国上海） ほか１社電子有限公司
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（8) 従業員の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の状況

従業員数 前期末比増減
3,516名 105名増

（注）１．上記従業員数には嘱託従業員を含んでおります。
２．上記のほか臨時従業員数は5,173名（正社員の所定労

働時間を基準に換算）であります。

② 当社の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
2,038名 106名増 41.2歳 12.4年

（注）１．上記従業員数には嘱託従業員を含んでおります。
２．上記のほか臨時従業員数は3,325名（正社員の所定労

働時間を基準に換算）であります。

（9) 主要な借入先及び借入額（2025年３月31日現在）
借入先 借入金残高（百万円）

㈱みずほ銀行 10,271
㈱三井住友銀行 10,200
㈱三菱ＵＦＪ銀行 10,090
農林中央金庫 5,800
㈱横浜銀行 5,020
㈱ＳＢＩ新生銀行 4,100
三井住友信託銀行㈱ 3,830
㈱きらぼし銀行 1,500



株式数比率

■ 個人・その他
49.37%

■ 外国法人・外国人
20.62%

■ 事業会社・
　その他法人
　8.96%

■ 金融機関
　20.09%

■ 金融商品取引業者
　0.96%

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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2 会社の株式に関する事項
株式の状況（2025年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 400,000,000株
② 発行済株式の総数 109,468,400株（自己株式4,980,507株含む）
③ 株主数 43,642名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数(千株) 持株比率(%)
保志忠郊 12,492 12.0
保志治紀 12,239 11.7
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 11,798 11.3
JP MORGAN CHASE BANK 380055 5,255 5.0
㈱ホシ・クリエート 4,899 4.7
アサヒビール㈱ 3,640 3.5
㈱日本カストディ銀行（信託口） 3,616 3.5
三菱UFJ信託銀行㈱ 2,296 2.2
保志紀 1,943 1.9
吉田嘉明 1,310 1.3
（注）当社は、自己株式4,980,507株を保有しておりますが、上記大株主から除いておりま

す。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

所有者別株式分布状況
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3 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

名称 発行決議の日 保有者数
新株
予約権
の数

目的となる
株式の種類
及び数

発行価額 行使価額 行使期間

2015年度
新株予約権

2015年
６月19日

取締役１名
（社外、非常勤
取締役除く）

33個 当社普通株式
6,600株

１株当たり
1,798.0円

１株当たり
１円

2015年
７月７日から

2055年
７月６日まで

2016年度
新株予約権

2016年
６月24日

取締役１名
（社外、非常勤
取締役除く）

28個 当社普通株式
5,600株

１株当たり
1,769.0円

１株当たり
１円

2016年
７月14日から

2056年
７月13日まで

2017年度
新株予約権

2017年
６月23日

取締役２名
（社外、非常勤
取締役除く）

48個 当社普通株式
9,600株

１株当たり
2,223.0円

１株当たり
１円

2017年
７月13日から

2057年
７月12日まで

2018年度
新株予約権

2018年
６月22日

取締役２名
（社外、非常勤
取締役除く）

87個 当社普通株式
17,400株

１株当たり
2,119.5円

１株当たり
１円

2018年
７月12日から

2058年
７月11日まで

2019年度
新株予約権

2019年
６月21日

取締役４名
（社外、非常勤
取締役除く）

126個 当社普通株式
25,200株

１株当たり
1,888.0円

１株当たり
１円

2019年
７月11日から

2059年
７月10日まで

2020年度
新株予約権

2020年
６月19日

取締役４名
（社外、非常勤
取締役除く)

176個 当社普通株式
35,200株

１株当たり
1,037.5円

１株当たり
１円

2020年
７月９日から

2060年
７月８日まで

2021年度
新株予約権

2021年
６月25日

取締役４名
（社外、非常勤
取締役除く）

160個 当社普通株式
32,000株

１株当たり
1,514.0円

１株当たり
１円

2021年
７月15日から

2061年
７月14日まで

2022年度
新株予約権

2022年
６月24日

取締役４名
（社外、非常勤
取締役除く）

176個 当社普通株式
35,200株

１株当たり
1,239.5円

１株当たり
１円

2022年
７月14日から

2062年
７月13日まで
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名称 発行決議の日 保有者数
新株
予約権
の数

目的となる
株式の種類
及び数

発行価額 行使価額 行使期間

2023年度
新株予約権

2023年
６月23日

取締役４名
（社外、非常勤
取締役除く）

307個 当社普通株式
30,700株

１株当たり
2,108.0円

１株当たり
１円

2023年
７月13日から

2063年
７月12日まで

2024年度
新株予約権

2024年
６月21日

取締役４名
（社外、非常勤
取締役除く）

507個 当社普通株式
50,700株

１株当たり
1,173.0円

１株当たり
１円

2024年
７月11日から

2064年
７月10日まで

（注）１．新株予約権者である当社取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く）は、上記行使期間内において、当社の取締役の地位
を喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権を一
括してのみ行使できるものとする。

２．新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、本新株予約権を一括してのみ行使できる。
３．その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
４．2023年４月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより、「目的となる株式の種類

及び数」及び「発行価額」が調整されております。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権の状
況

名称 発行決議の日 交付者数
新株
予約権
の数

目的となる
株式の種類
及び数

発行価額 行使価額 行使期間

2024年度
新株予約権

2024年
６月21日

役付執行役員・
上席執行役員
３名（取締役を
兼任する者、
非常勤執行役員

除く）

237個 当社普通株式
23,700株

１株当たり
1,173.0円

１株当たり
１円

2024年
７月11日から

2064年
７月10日まで

（注）１．新株予約権者である当社役付執行役員及び上席執行役員（取締役を兼任する者及び非常勤執行役員を除く）は、上記行使期
間内において、当社の執行役員及び従業員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合に
は翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

２．新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、本新株予約権を一括してのみ行使できる。
３．その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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４ 会社の役員に関する事項
（1) 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

地位 氏名 担当 重要な兼職の状況
取 締 役 社 長
（代表取締役） 保志 忠郊 兼社長執行役員 ㈱ホシ・クリエート代表取締役副社長

取 締 役 大塚 賢治 兼専務執行役員 営業統括本部長

取 締 役 飯島 毅 兼専務執行役員 店舗事業本部長兼店舗開発
部長

取 締 役 保志 治紀 兼上席執行役員 管理本部副本部長兼財務部長 ㈱ホシ・クリエート代表取締役社長
取締役（社外） 垂石 克哉 オリコン㈱顧問
取締役（社外） 柏崎 美樹 第一生命保険㈱常務執行役員
常勤監査役（社外） 梅津 広
常 勤 監 査 役 小泉 文明
監 査 役 柴野 浩良
監査役（社外） 福田 方包
（注）１．取締役垂石克哉、柏崎美樹は社外取締役であり、常勤監査役梅津広及び監査役福田方包は社外監査役であります。全員を東

京証券取引所に独立役員として届け出ております。
２．常勤監査役梅津広は、公認会計士としての豊富な経験と財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
３．取締役柏崎美樹の戸籍上の氏名は、菅野美樹であります。
４．オリコン㈱と当社との間に記載すべき関係はありません。
５．第一生命保険㈱と当社との間には保険関連の取引関係があります。保険契約の取引条件は、一般的な取引条件と同様のもの

であります。
６．当社は執行役員制度を採用しており、上記取締役との兼務者を含め、社長執行役員１名、専務執行役員４名、上席執行役員

３名及び執行役員５名で構成しております。
７．当社は、取締役、監査役及び執行役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O

保険）契約を締結しております。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又
は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害及び争訟費用等について填補することとされて
います。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されない等、一定の免責事
由があります。なお、保険料は全額当社が負担しております。

８．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役として、髙瀬
雄一郎を選任しております。
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（2）取締役及び監査役の報酬等の総額等
①当事業年度に係る役員の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

対象となる役員
の員数（名）固定報酬

（基本報酬）

業績連動報酬

ストック・
オプション 賞与

取締役
（社外取締役を除く。） 381 300 60 20 4

監査役
（社外監査役を除く。） 34 34 ― ― 2

社外取締役 24 24 ― ― 2

社外監査役 37 37 ― ― 3
（注）１．上記には、2024年６月21日開催の第49回定時株主総会終結の時をもって退任した社外監査役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬等の額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．当社経営は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指しておりますが、そのために、現在（短期）のために既存の

ものを管理する活動と未来（長期）のために新たなものを創造する企業家的な活動のバランスが重要と認識しております。
その趣旨から、以下の定量・定性指標を業績連動報酬に係る指標として選択しております。なお、当事業年度における定量
指標の実績は「１．企業集団の現況に関する事項」に記載のとおりです。
・定量指標（業績指標）
連結の売上高、営業利益、経常利益、当期純利益、営業利益率、自己資本当期純利益率（ROE）、１株当たり当期純利益
（EPS）のほか、セグメント（部門）別の売上高と営業利益などであります。
・定性指標
イノベーションの気概、変化への柔軟性、本質を見抜く力、ビジョンを掲げる力、過去からの脱却、多様性の活用、リス
ク管理ほか、経営上の重要課題への取り組みなどであります。

４．非金銭報酬等として取締役に対して新株予約権（ストック・オプション）を割り当てております。当該新株予約権の内容及
びその割り当て状況は「３．会社の新株予約権等に関する事項」に記載のとおりです。

５．取締役の金銭報酬の額は2005年６月26日開催の第30回定時株主総会において、年額８億円以内と決議いただいておりま
す。当該株主総会終結時点の取締役の員数は９名です。また、当該金銭報酬とは別枠で、2015年６月19日開催の第40回定
時株主総会において、取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。）に対して、年額２億円以内の範囲で新株予約権を割
り当てることを決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。）の員数
は９名です。

６．監査役の金銭報酬の額は2015年６月19日開催の第40回定時株主総会において、年額１億１千万円以内と決議いただいてお
ります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。
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②取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社の経営方針は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を最重要課題としております。したがって、役

員報酬の制度設計も、各取締役が短期志向に陥ることなく、ロングレンジな視点での経営判断と職務執行を実践
したかを問う評価体系となっております。
当社の取締役の報酬は、固定分として職責を反映する基本報酬、また、変動分としては短期業績へのインセン

ティブとして役員報酬枠の範囲での役員賞与並びに中長期業績へのインセンティブとして株式報酬型ストック・
オプションにより構成されております。
各報酬の算定方法を定める「役員報酬規程」及び「ストック・オプション報酬規程」は、社外取締役を委員長

とする「報酬諮問委員会」の審議並びに助言・提言を受けて取締役会の決議により決定しております。
個人別の報酬等の額の決定方法については、以下のとおりであります。
・代表取締役社長を含むすべての社内取締役を対象に当事業年度における定量指標（業績指標）及び定性指標
を記載した「取締役業績評価表」をもって自己評価を実施いたします。

・代表取締役社長は、各取締役の自己評価と当事業年度の業績等を参考に、会社の状況ほか経済環境等を総合
的に判断し、「役員報酬規程」に沿い、取締役の報酬案について役位別かつ個別に策定いたします。

・取締役報酬案は、社外取締役・人事担当取締役で構成する「報酬諮問委員会」へ諮られ、当委員会はこれを
審議し、疑義がある場合、代表取締役社長へ意見・提言いたします。

・報酬の最終評価と金額配分は、取締役会が代表取締役社長に一任しております。代表取締役社長は、同委員
会の審議結果あるいは提言を尊重し、最終決定いたします。

・株式報酬型ストック・オプションについては、「ストック・オプション報酬規程」に定める算定方法により
個人別の割り当て個数が算定され、「報酬諮問委員会」での審議を経て、取締役会の決議により決定してお
ります。

なお、当事業年度に係る個人別の報酬額は、上記の手続きを経て決定されていることから、取締役会はその内
容が決定方針に沿うものであると判断しております。

③監査役の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
監査役の報酬については、独立した立場からの経営の監視・監査機能を担う役割に鑑み、基本報酬のみとして

おり、各監査役の報酬額は、監査役の協議によって決定しております。
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④取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の決議に基づき、代表取締役社長保志忠郊に取締役の個人別の固定報酬及び役員賞

与の額の決定権限を委任しております。
これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締

役社長が最も適しているからであります。
当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、社外取締役を委員長とする「報酬諮問委員会」に

て取締役報酬案を審議し、助言・提言を受けて最終決定しております。

（3) 社外役員に関する事項
①当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

取 締 役 垂石 克哉
当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席し、株主及びステークホルダーの視点
に立ち、議案の審議等に適宜助言、提言を行っております。また、「人事・報酬諮
問委員会」においては委員長として会を運営しております。

取 締 役 柏崎 美樹
当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席し、株主及びステークホルダーの視点
に立ち、議案の審議等に適宜助言、提言を行っております。また、「人事・報酬諮
問委員会」においては委員として会を運営しております。

常勤監査役 梅津 広
当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席及び監査役会15回すべてに出席し、
有限責任あずさ監査法人における豊富な財務及び会計に関する広範な経験・知見を
活かし、必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 福田 方包
社外監査役就任後開催の取締役会10回すべてに出席及び監査役会11回すべてに出
席し、音楽関連法務、音楽業界全般に関する広範な知見を活かし、必要な発言を適
宜行っております。

②責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額
としております。
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5 会計監査人の状況
（1) 会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支払額（百万円）

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項についての報酬等の額 76

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 76
（注）１．当社とEY新日本有限責任監査法人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等

の額を区分しておりませんので、上記報酬額はこれらの合計額を記載しております。
２．会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、
会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算定根拠等について必要な検証を行った結果、会計監査人の報酬等につき、会社法
第399条第１項の同意を行っております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提

出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる場合に、監査

役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。



連結計算書類

33

連結貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額

資産の部
流動資産 67,543
現金及び預金 41,949
受取手形 39
売掛金 5,948
棚卸資産 13,769
その他 5,989
貸倒引当金 △153

固定資産 141,773
有形固定資産 98,958
建物及び構築物 5,689
カラオケ賃貸機器 9,610
カラオケルーム及び飲食店舗設備 13,896
土地 34,940
建設仮勘定 32,316
その他 2,504

無形固定資産 10,982
のれん 5,094
その他 5,887

投資その他の資産 31,833
投資有価証券 7,044
長期貸付金 361
繰延税金資産 7,435
再評価に係る繰延税金資産 175
敷金及び保証金 14,684
その他 2,247
貸倒引当金 △115

資産合計 209,316

科 目 金 額

負債の部
流動負債 35,990
支払手形及び買掛金 3,885
短期借入金 12,443
未払金 9,717
未払法人税等 4,752
契約負債 972
賞与引当金 1,272
その他 2,946

固定負債 55,463
長期借入金 41,128
繰延税金負債 25
役員退職慰労引当金 635
退職給付に係る負債 8,169
資産除去債務 1,873
その他 3,631

負債合計 91,454
純資産の部
株主資本 114,481
資本金 12,350
資本剰余金 4,211
利益剰余金 108,490
自己株式 △10,571

その他の包括利益累計額 1,851
その他有価証券評価差額金 1,867
土地再評価差額金 △558
為替換算調整勘定 148
退職給付に係る調整累計額 394

新株予約権 464
非支配株主持分 1,065
純資産合計 117,862
負債及び純資産合計 209,316
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連結損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額

売上高 153,020
売上原価 99,262

売上総利益 53,757
販売費及び一般管理費 35,811
営業利益 17,945

営業外収益
受取利息 32
受取配当金 176
受取手数料 164
受取保険金 234
受取協賛金 161
受取補償金 562
為替差益 0
その他 507 1,839

営業外費用
支払利息 425
支払手数料 35
解約違約金 28
助成金返還損 653
その他 246 1,389
経常利益 18,396

特別利益
固定資産売却益 4,415
投資有価証券売却益 1,380 5,796

特別損失
固定資産処分損 219
減損損失 1,061 1,280

税金等調整前当期純利益 22,911
法人税、住民税及び事業税 7,353
法人税等調整額 △2,658 4,694

当期純利益 18,217
非支配株主に帰属する当期純利益 38
親会社株主に帰属する当期純利益 18,178



計算書類

35

貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額

資産の部
流動資産 49,984
現金及び預金 25,613
受取手形 36
売掛金 5,655
商品 13,217
前渡金 108
前払費用 3,317
未収収益 7
短期貸付金 1,162
その他 893
貸倒引当金 △28

固定資産 121,418
有形固定資産 78,260
建物 2,005
構築物 801
工具、器具及び備品 1,223
カラオケ賃貸機器 4,621
カラオケルーム及び飲食店舗設備 10,280
土地 27,044
建設仮勘定 32,283

無形固定資産 5,495
のれん 8
借地権 44
商標権 1
ソフトウエア 2,894
音源映像ソフトウエア 2,493
その他 54

投資その他の資産 37,662
投資有価証券 7,004
関係会社株式 11,294
出資金 70
関係会社出資金 100
長期貸付金 171
破産更生債権等 11
長期前払費用 1,372
繰延税金資産 4,941
再評価に係る繰延税金資産 175
敷金及び保証金 12,020
その他 536
貸倒引当金 △36

資産合計 171,403

科 目 金 額

負債の部
流動負債 58,605
支払手形 585
買掛金 3,036
短期借入金 40,815
未払金 6,949
未払費用 512
未払法人税等 3,896
未払消費税等 535
契約負債 205
前受金 208
預り金 445
前受収益 34
賞与引当金 755
その他 626

固定負債 50,169
長期借入金 40,000
退職給付引当金 6,287
その他 3,881

負債合計 108,775
純資産の部
株主資本 60,855
資本金 12,350
資本剰余金 4,002
資本準備金 4,002

利益剰余金 55,073
その他利益剰余金 55,073
別途積立金 16,604
繰越利益剰余金 38,469

自己株式 △10,571
評価・換算差額等 1,308

その他有価証券評価差額金 1,866
土地再評価差額金 △558

新株予約権 464
純資産合計 62,627
負債及び純資産合計 171,403
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損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額

売上高
商品売上高 13,657
カラオケ機器賃貸収入 38,505
カラオケ及び飲食店舗運営収入 47,027
その他営業収入 9,292 108,483

売上原価
商品売上原価 9,814
カラオケ機器賃貸収入原価 16,984
カラオケ及び飲食店舗運営収入原価 39,155
その他営業収入原価 7,038 72,992
売上総利益 35,490
販売費及び一般管理費 21,556
営業利益 13,933

営業外収益
受取利息及び配当金 1,325
受取手数料 220
受取協賛金 133
受取補償金 330
為替差益 88
受取賃貸料 142
その他 205 2,448

営業外費用
支払利息 471
支払手数料 35
解約違約金 15
助成金返還損 653
その他 128 1,305
経常利益 15,076

特別利益
固定資産売却益 4,395
投資有価証券売却益 1,380 5,775

特別損失
固定資産除売却損 149
減損損失 664 813

税引前当期純利益 20,038
法人税、住民税及び事業税 5,943
法人税等調整額 △1,809 4,134

当期純利益 15,903
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
2025年５月14日

独立監査人の監査報告書
株式会社第一興商
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 佐久間 佳之
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三木 練太郎

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社第一興商の2024年４月１日から2025年３月31日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

第一興商及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての

判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
るために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責
任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上



監査報告書

39

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
2025年５月14日

独立監査人の監査報告書
株式会社第一興商
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 佐久間 佳之
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三木 練太郎

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社第一興商の2024年４月１日から2025年３月31日

までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附
属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書

類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計

算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての

判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査役会の監査報告書
監査報告書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第50期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基
づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査
役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）
およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2025年５月15日
株式会社第一興商 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 梅 津 広 ㊞
常勤監査役 小 泉 文 明 ㊞
監 査 役 柴 野 浩 良 ㊞
社外監査役 福 田 方 包 ㊞

以上



2025年3月31日最終の株主名簿に記載された200株以上ご所有の株主様に、保有株式数に応じて
優待券を贈呈いたします。

500円券× 10枚 1枚
2,000株以上 500円券× 25枚 2枚

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月

上記基準日 定時株主総会については3月31日
その他必要あるときは、あらかじめ公告して臨時に基準日を定めます。

剰余金の配当受領
株主確定日

期末配当金については3月31日
中間配当金については9月30日

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
https://www.dkkaraoke.co.jp/

株主名簿管理人
及び特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先
電話照会先
郵便物送付先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町１－１　電話 0120-232-711（フリーダイヤル）
郵送先　〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ （

2025年6月23日より送付開始贈呈時期 2025年7月1日～2025年12月31日有効期間

年2回発行
優待券 ※1 CD交換 ※2

優待内容
所有株式数

株式事務のご案内

株主優待のお知らせ

200株以上2,000株未満

※1 当社グループが運営するカラオケルーム｢ビッグエコー｣や｢カラオケマック｣、｢楽蔵｣｢ウメ子の家｣｢じぶんどき｣「REGALO」
などの飲食店舗などでご利用いただけます。

※2 優待券全額と引き換えを条件に、アルバムCDと交換いただけます。
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  「DAM CHANNEL」21
代目MCはゆうちゃみ

  「LIVE DAM WAO!」の
ブランドキャラクターは
大泉洋

  DAMアンバサダーは
SUPER EIGHT

 新フラッグシップモデル「LIVE DAM WAO!」発売開始！歌う楽しさを革新する最新モデル
当社は、2025年4月18日に業務用通

信カラオケDAMの新フラッグシップモデ
ル「LIVE DAM WAO!」を発売しました。

「LIVE DAM WAO!」は、ハードウェア、楽
曲、映像、機能のすべてを進化させた究極
のカラオケ機種です。洗練されたラグジ
ュアリーな筐体には、シリーズ最大の15.6インチLCDタッチパネルを搭載。さらに、光の演出を楽しめる26段フルカラー
LED「ルミナスバー」を両サイドに備え、視覚的にも空間を盛り上げます。

音響技術も一新。新たに採用された「DAM Multi Dimensional Sound」により、最新のソフトウェアシンセサイザー
と生演奏を組み合わせたハイブリッド演奏方式を実現。これまでにない臨場感あふれるサウンドで、歌唱体験を大幅に向
上させました。また、楽曲数や本人映像コンテンツも業界最多を誇り、あらゆる世代やジャンルに対応した幅広い選曲が
可能です。

さらに注目すべきは、新機能「ボイスマジック」の搭載です。「歌うまフィルター」による音程補正、「なりきりエフェク
ト」でのアーティスト気分の再現、そして一人
でもハモリを楽しめる「ハモルン」など、歌う
楽しさを革新する機能を多数搭載。これによ
り初心者から上級者まで、誰でも自信を持っ
て歌唱を楽しむことができます。

「DAM CHANNEL」の21代目MC
にゆうちゃみを起用。2025年4月
1日より、ゆうちゃみとお笑い芸人
チャン・カワイが軽快なトークで番
組を進行します。
音楽やアーティ
ストの魅力を楽
し く お 届 け し、
カラオケ体験を
さらに盛り上げ
ます。

SUPER EIGHTを公式アンバサダー
に起用した新CM「DAM×SUPER 
EIGHT やっぱ、DAMやね！」を2025
年4月17日より放映。書き下ろし
新曲「ブチ★I GOT IT」をタイア
ップソングに、関西弁のキャッチフ
レ ー ズ で
DAMの魅
力を発信し
ます。

2025年4月18日発売の新フラッ
グシップモデル「LIVE DAM WAO!」
のブランドキャラクターに俳優・大
泉洋を起用。「歌で“輪（WAO）”をつ
くる」という新商品のコンセプトを
大泉さんの親
しみやすいイ
メージで広く
発信していき
ます。

ニュース・ダイジェスト

NEWS DIGEST
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品川区の超短時間雇用促進事業と連携し、障がいのある方
を対象としたリモート業務「DAMパイロット」を2025年4月
より開始しました。障がいのある方が分身ロボット「OriHime」
を活用し、全国の様々な施設（高齢者施設、公民館、コミュニ
ティーセンター、集会所、学校、保育園等）でのレクリエーショ
ン支援を自宅からオンラインで行います。週20時間未満の柔
軟な働き方を通じて、多様な人材の活躍を促進し、共生社会の
実現と介護現場の人手不足解消に貢献してまいります。

 パーキング事業「ザ・パーク」

 エルダー事業　障がいのある方の新たな働き方を創出

 DAM新フラッグシップモデル「LIVE DAM WAO!」設置開始
ビッグエコーでは、DAMの新フラッグシップモデル「LIVE 

DAM WAO!」の導入を開始。「歌う楽しさ」を進化させた本
モデルを、五反田東口駅前店の「WAO!ルーム」で体験可能で
す。専用ルームにはロゴやビジュアルを装飾し、魅力を最大
限に発信。今後、他店舗でも展開予定です。さらに、品川港南
口中央店や梅田桜橋店などでは屋外看板やポスターを通じて
プロモーションを実施しています。

当社の新たな収益の柱として注力しております、パーキング事業の業容拡
大が進展し、2024年2月にグループ入りした㈱クレストを含め、当期末時点
では3,900施設、44,000車室の規模に拡大しております。今後も業務用カラ
オケの営業で培った人脈を生かして成長を続けるとともに、土地オーナー様
に向けて「土地活用なら『ザ・パーク』」という認知拡大に努めてまいります。 202420222020201820162014

■ 車室数（右軸）　■ クレスト分（右軸）　● 施設数（左軸）
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分身ロボット「OriHime」
(株式会社オリィ研究所）
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※ 「うんこ啓発ドリル」とは、行政や企業とのコラボレーションにより、子供たちに生きるために大切な知識を届けることを目的として制作されており、
開始3年間で累計発行1000万部を突破し、全国3000超の小学校で採用されています。

当社は、「うんこ啓発ドリル」(発行元：株式会社文響社)とのコラボレーションにより「DAM×う
んこドリル 歌の楽しみかた」を制作しました。うんこ先生がQ&A形式で歌の楽しみかたを教える
ことによって、ほっこりユーモラスに、そして何より子供たちに分かりやすい内容としました。早
いうちからDAMに慣れ親しんでもらうことで、将来的にもDAMユーザーとしてカラオケを楽しん
でもらいたいと考えています。

 「うんこ啓発ドリル」とのユニークなコラボレーションが実現！

演歌・歌謡曲  水森かおり
デビュー30周年を迎えた“ご当地ソング

の女王”の新曲は、大阪を舞台とした自身初
の“しあわせ演歌”。

人情と活気あふれる大阪の街を二人で巡
りながら、過去を振り返らず共に人生を歩
んでいこうと心に決める女性のストーリー
です。

今年は、音楽番組のみならず、バラエティ
番組にも多数出演し話題沸騰中です。

大晦日のNHK紅白歌合戦には22年連続出場中であるほか、
YouTube「水森かおりチャンネル」も好評配信中です。

ポップス  ベリーグッドマン
彼らの代名詞と言える「パワーソング

(応援歌)」は、数多くのプロ野球選手が
登場曲に起用し、学校や部活に励む学生
をはじめ、仕事や家事に奮闘するファミ
リー層からも共感を得ています。

これまで大阪城ホール、阪神甲子園球場など、地元・関西での
ライブで大成功を収めてきました。

2026年1月には東京・お台場 TOYOTA ARENA TOKYO
にて、メジャーデビュー10周年記念 ベリーグッドマン ARENA 
LIVE 2026 ～全員集合！！～と題した、彼ら初となる関東1万人
規模のワンマンライブが決定しています。

当社グループのアーティストやコンテンツをご紹介します。PICK UP! ARTIST & CONTENTS

 カラオケ業界の新たな試み「カラオケ・オブ・ザ・イヤー」誕生
カラオケメーカー2社がタッグを組み、国際音楽賞「MUSIC AWARDS 

JAPAN」においてカラオケ特別賞「カラオケ・オブ・ザ・イヤー powered 
by DAM & JOYSOUND」を共同展開いたしました。当賞では、J-Pop 部
門と演歌・歌謡曲部門の2部門を設け、対象期間中にカラオケで最も歌われ
た作品をそれぞれ選出。J-Pop 部門では「Mrs. GREEN APPLE / ライラ
ック」、演歌・歌謡曲部門では「天童よしみ / 昭和かたぎ」が最優秀作品と
して選ばれました。授賞式は2025年5月22日に京都で開催され、日本を代表する豪華アーティストによるスペシャルパフ
ォーマンスも披露されました。日本の音楽文化の発展を支える本取り組みを今後も支援してまいります。

ニュース・ダイジェスト

NEWS DIGEST
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ヒルトン東京お台場

グランドニッコー東京 台場
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会場：ヒルトン東京お台場
１階 ペガサス

会場：ヒルトン東京お台場
１階 ペガサス

交通機関のご案内

定時株主総会会場

ご案内図
日時

ヒルトン東京お台場　1階 ペガサス
東京都港区台場一丁目９番１号
電話　03-5500-5500（代表）

2025年６月20日（金曜日）午前10時（開場：午前9時）

● 代理人により議決権を行使する場合は、議決権を有する
他の株主様１名を代理人として、株主総会にご出席いた
だくことができます。ただし、代理権を証明する書面（委
任状）と委任されました株主様を確認できる資料の提出
が必要となりますのでご了承ください。

　なお、株主ではない代理人及び同伴の方など、議決権
を行使することができる株主様以外の方はご出席いただ
けませんのでご了承ください。

お知らせゆりかもめ
「台場」駅下車　徒歩１分
りんかい線

「東京テレポート」駅下車　出口Ｂ 徒歩10分
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東京モノレール
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JR京

浜東北線

東京メトロ有楽町線

至 池袋
東京

新橋

品川
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りんかい線

ゆりかもめ
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新木場

東京
テレポート

新宿
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大井町

有楽町

大門 汐留
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浜松町
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天王洲
　 アイル

羽田空港

都営大江戸線

至 高尾 至 千葉

至 蘇我

ヒルトン東京お台場　1階 ペガサス

主要路線図

会場

会場周辺図

スマートフォンやタブレット端末から左記の
二次元コードを読み取るとGoogleマップ
にアクセスいただけます。

〈株主総会ご出席に際してのお願い〉
● 議決権行使書用紙をご持参ください。
● ご来場に際しましては、駐車場に限りがございますので極力公共交通機関を

ご利用ください。
● 車椅子等にてご来場の株主様は、総会当日スタッフにお声掛けください。



電子提供措置の開始日2025年５月29日

第 50 回 定 時 株 主 総 会
その他の電子提供措置事項
（交 付 書 面 省 略 事 項）
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株式会社第一興商
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会社の体制及び方針
１ 業務の適正を確保するための体制

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会によって決議した「内部統制シス
テム整備の基本方針」は、次のとおりであります。

①当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）の役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、
かつ社会的責任（及び企業倫理）を果たすために、当社「グループ行動規範」を全役職員に周知徹底させ
る。

・内部統制推進室を「リスク・コンプライアンス統括部署」とする。内部統制推進室はコンプライアンスの
基本マニュアルを策定、当社グループの体制の企画・整備を指導、役職員の教育研修を行う。また、法令
遵守状況のモニタリングは監査部と協働して行う。

・内部統制推進室は当社グループにまたがる内部通報制度を統括し運用を行う。また、通報者の保護を徹底
する。

・法令遵守の状況は監査部による定例監査において、状況が把握され、取締役会、監査役会に報告される。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の意思決定又は取締役に対する報告、その他重要な意思決定及び報告に関しては、文書の作成、保

存及び廃棄に関する文書管理規程、会議体規程等を整備し、必要な関係者が閲覧できる体制とする。

③当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・内部統制推進室はグループリスク管理基本規程に基づいた当社グループのリスク管理の指導（部門マニュ
アル策定等の指導教育）、当社グループの総合的なリスク分析、評価と対応、リスク管理体制の運用・機
能維持を行う。

・当社グループはグループリスク管理基本規程に従って、それぞれの部門に関するリスクの管理を行う。
・リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合、当社の本部長・当社子会社社長は速やかに取締
役会に報告する。

・新たに生じたリスクへの対応のため、必要な場合は当社代表取締役社長から当社グループに示達するとと
もに、グループ危機管理規程の発動、対応責任者となる取締役を定める。

④当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会、執行役員会、常務会には関係部門責任者を同席させ経営の透明性を図り、随時に案件の詳細な
確認と意思決定の迅速化を実現する。

・当社グループの経営方針の迅速・的確な示達、重要事項の報告を達成するために、取締役、監査役が出席
する経営連絡会議を原則毎週開催する。
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⑤当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・グループリスク・コンプライアンス委員会を設け、当社グループの横断的なリスク管理及びコンプライア
ンス体制の審議・推進機関とする。

・グループリスク・コンプライアンス委員会はグループ全体のリスク管理及びコンプライアンス体制に関わ
る指示、通達を行う。

・内部統制推進室はグループ全体のリスクの評価及び管理の体制を適切に構築し運用する。また、そのモニ
タリングは監査部でこれを行う。

・財務報告に係る適正性を確保するために必要な内部統制を整備、運用する。
・当社子会社の取締役及び使用人の職務執行事項の当社への報告は、定期・適時に実施する。また当社子会
社が経営上の重要事項を行う場合は、事前に当社の決裁を受ける。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
・当面、監査役スタッフは置かないものの、業務監査は監査部及び経営企画部の、また日常業務は総務部の
補助を受けるものとする。

・また将来監査役スタッフが求められた場合、会社は監査役会と協議の上その人選を行うものとする。

⑦前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役スタッフが求められた場合は監査役直属とするなど、その独立性確保に努める。

⑧当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
・当社グループの取締役及び使用人は会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れがあると
き、役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役が指示をした事項について、監査役
に報告する。

・当社の取締役、監査部長、総務部長、内部統制推進室長、経営企画部長、当社子会社を管理する部門長
は、監査役の求め又は重要性に応じて、重要事項の決定プロセス、違法行為、賞罰、リスク管理状況、内
部通報などの報告を行うものとする。また、内部監査の状況について、監査部は定期的に監査役と報告会
を開催する。

・当社グループは、監査役又は監査役会へ報告を行った役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの全役職員に周知徹底する。

⑨当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ず
る費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役の職務の執行により生ずる費用等について、年度計画に基づき予算を設ける。また、費用

の前払等の請求を受けたとき、予算以外の監査に係る緊急又は臨時に支出した費用又は債務が発生したとき
は請求に基づき速やかに支払手続を行う。
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⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役社長との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通を図る。
・監査役は役員協議会その他の重要な会議への出席を可能とする。
・監査部、総務部、内部統制推進室も監査役会を補助するものとする。

⑪反社会的勢力排除に向けた体制
当社グループはグループ行動規範において反社会的勢力との関係遮断を定め、総務部を反社会的勢力への

対応統括部署として反社会的勢力排除のための社内体制の整備を推進し、弁護士や警察等とも連携しなが
ら、不当な要求に対しては組織的に毅然とした姿勢で対応する。

２ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度の業務の適正を確保するための体制の主な取り組みは、次のとおりでありま

す。

①コンプライアンス体制
当社グループは、グループ行動規範、グループコンプライアンス規程を定めた上で、各種研修会において

コンプライアンスについて指導するほか、全役職員向けグループ行動規範ガイドラインを配布し、社内情報
ツールを利用して意識の醸成を図っております。当社グループの内部通報体制につきましては、グループ内
部通報規程に基づき通報窓口をリスク・コンプライアンス統括部署である内部統制推進室及び第三者機関に
設置し、通報に対する的確な対応と通報者への適切な措置を実行しております。

②リスク管理体制
当社は、グループリスク管理基本規程に基づき、当社グループ各部門で想定した発生し得るリスク事象の

調査・分析を行い、重要性を鑑みて迅速に対応を図るとともにリスク事象が発生した場合は、関連規程に基
づき発生部門から速やかに関係部門及び経営に報告がなされ適正に対応しております。また当社グループの
横断的なリスク管理の推進を図るため、当社において、定期的にグループリスク・コンプライアンス委員会
を開催し、重要なリスク事項につきまして対応方針を決定し速やかに示達しております。

③グループ管理体制
当社は、子会社管理規程に基づき、当社グループの経営に対しては自主性を尊重しながら重要な事項につ

きましては当社関係部門が調整・対応を図っております。経営に係る重要な事項につきましては、決裁権限
基準に基づき当社の取締役会にて審議しております。また子会社取締役には、当社役職員が非常勤取締役と
して就任しており、当社は、子会社の運営状況につきまして子会社取締役会に出席した当該非常勤取締役か
ら定期的に報告を受けております。
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④取締役の職務執行
当社グループは、取締役会を定例で開催し、また必要に応じて臨時取締役会を開催することとしておりま

す。当社取締役会は社外取締役２名を含む６名で構成され、取締役の職務執行状況を監督しております。

⑤監査役監査の実効性の確保
当社監査役会は社外監査役２名を含む監査役４名で構成され、監査役の監査を実効的なものとするため、

監査役は、取締役会、経営連絡会議等の重要な会議への出席に加え、稟議書等業務執行に係わる重要な文書
の閲覧を行い、職務執行状況を確認しております。また、必要に応じて担当役職員に対し聴取を求めるなど
して、コンプライアンス及び職務執行の適正性の観点で監査する体制を整備しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

(単位：百万円)
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 12,350 4,211 96,350 △6,571 106,340
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,038 △6,038
親会社株主に帰属する当期純利益 18,178 18,178
自 己 株 式 の 取 得 △3,999 △3,999
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 12,140 △3,999 8,140
当 期 末 残 高 12,350 4,211 108,490 △10,571 114,481

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,466 △733 188 320 1,240
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
親会社株主に帰属する当期純利益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) 401 175 △39 74 610

当 期 変 動 額 合 計 401 175 △39 74 610
当 期 末 残 高 1,867 △558 148 394 1,851

新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計
当 期 首 残 高 374 1,035 108,991
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,038
親会社株主に帰属する当期純利益 18,178
自 己 株 式 の 取 得 △3,999
株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) 89 30 730

当 期 変 動 額 合 計 89 30 8,871
当 期 末 残 高 464 1,065 117,862



53

連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況
①連結子会社の数 38社
②主要な連結子会社の名称 ㈱北海道第一興商、㈱東北第一興商、㈱台東第一興商、㈱東海第一興

商、㈱近畿第一興商、㈱九州第一興商、㈱Airside ほか31社
（2）非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称 該当事項はありません。
２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用会社の状況

持分法適用関連会社の名称 該当事項はありません。
（2）持分法非適用会社の状況

持分法非適用関連会社の名称 該当事項はありません。
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる子会社は次のとおりであります。なお、連結計算書類の作成に
当たっては、決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要
な調整を行っております。
決算日が12月31日の会社 第一興商（上海）電子有限公司
決算日が２月末日の会社 ㈱岩本商会、㈱ユニークメディア、㈱東静特機、㈱Airside、㈱ファ

ーストプロパティーズ、日本クラウン㈱、㈱徳間ジャパンコミュニケ
ーションズ、㈱トライエム、㈱第一興商音楽出版、㈱クラウンミュー
ジック、㈱ズームリパブリック、㈱クレスト、㈱おきなわブレイク

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
なお、債券のうち、取得原価と債券金額との差額が金利の調整と認め
られるものについては、償却原価法（定額法）により算定しておりま
す。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
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②棚卸資産 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法
を採用しております。ただし、当社及び国内連結子会社は、1998年
４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。

②無形固定資産 当社及び連結子会社は定額法を採用しております。
③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。
（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給
見込額基準により計上しております。

③役員退職慰労引当金 国内連結子会社は、役員の退任時の退職慰労金の支給に備えるため、
役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①収益及び費用の計上基準
・業務用カラオケ事業

業務用カラオケ事業では、業務用カラオケ機器の販売、賃貸及び通信カラオケの音源・映像コンテ
ンツの提供を行っております。業務用カラオケ機器の販売については、機器を引き渡した時点で当該
機器に対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断していることから、原則として機器
を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、出荷時点から顧客への引き渡し時点までが通
常の期間である卸売り販売については、代替的に出荷時点で収益を認識しております。業務用カラオ
ケ機器の賃貸については、通常の賃貸借取引に係る会計処理を適用し、顧客への機器賃貸が完了した
月ごとに収益を認識しております。音源・映像コンテンツの提供については、当該サービスの提供が
完了した時点で履行義務が充足されると判断していることから、顧客への音源・映像コンテンツの提
供が完了した月ごとに収益を認識しております。
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・カラオケ・飲食店舗事業
カラオケ・飲食店舗事業では、カラオケルーム及び飲食店舗の運営を行っております。これら店舗

におけるサービス提供については、当該サービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されると判
断していることから、顧客にカラオケルームサービス又は飲食物の提供が完了した時点で収益を認識
しております。

・音楽ソフト事業
音楽ソフト事業では、音楽・映像ソフトの制作、販売を行っております。音楽・映像ソフトの販売

については、出荷時点から顧客への引き渡し時点までが通常の期間であるため、主に出荷時点で収益
を認識しております。なお、将来に返品されると見込まれる製品等については収益を認識せず、当該
製品等について受け取った又は受け取る対価の額で返金負債を計上しております。

②外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めて計上しております。

③のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については10年間及び11年間の均等償却を行っております。なお、2010年３月31日

以前に発生した負ののれんの償却については、15年間の均等償却を行っております。
④退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損
（1）科目名及び当連結会計年度計上額

科目名 金額（百万円）
減損損失 1,061

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
固定資産については、キャッシュ・フローを生み出す最小単位にグルーピングし、減損の兆候の有無の判

定を行い、兆候がある場合には、減損損失を認識するかどうかを判定の上、減損損失の測定を実施しており
ます。
固定資産のグルーピングにあたっては、社内管理区分を考慮して資産グループを決定しており、遊休不動

産及び賃貸用不動産については各物件を、カラオケルーム及び飲食店舗については主に各店舗を、資産グル
ープとしております。
減損の兆候の有無の判定にあたっては、資産又は資産グループに以下の事象が生じている場合には、減損

の兆候があるものと判定しております。
・資産又は資産グループが使用されている営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているか、
あるいは、継続してマイナスとなる見込みであること。

・資産又は資産グループの使用されている範囲又は方法について、当該資産又は資産グループの回収可能
価額を著しく低下させるような変化が生じたか、あるいは、生ずる見込みであること。

・資産又は資産グループが使用されている事業に関連して、経営環境が著しく悪化したか、あるいは、悪
化する見込みであること。

・資産又は資産グループの市場価格の下落。
減損損失を認識するかどうかの判定にあたっては、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッ

シュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に、減損損失を認識しており、減損損失を認識した資産又は資
産グループについては、帳簿価額と回収可能価額との差額を当連結会計年度の減損損失として計上しており
ます。回収可能価額は、主に使用価値により算定しておりますが、その際に用いられる割引率は、貨幣の時
間価値と将来キャッシュ・フローがその見積値から乖離するリスクを反映したものであり、借入資本コスト
と自己資本コストを加重平均した資本コストによっております。なお、当連結会計年度において、使用価値
の算定に用いた割引率は次のとおりであります。

当連結会計年度
割引率 4.3％
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当該見積りに用いた主要な仮定は、減損損失を認識するかどうかの判定及び使用価値の算定において用い
る各資産グループの将来計画における売上高等であります。将来計画は、過去の実績を基礎とし、経営環境
などの外部要因に関する情報や当社グループが用いている内部の情報に基づき整合的に補正し算定しており
ます。
当該見積り及び当該見積りに用いた主要な仮定について、将来の不確実な経済情勢の変動等により見直し

が必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において追加の減損損失（特別損失）が発生する
可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
（1）科目名及び当連結会計年度計上額

科目名 金額（百万円）
繰延税金資産 7,435

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
繰延税金資産については、納税主体ごとに将来減算一時差異の回収可能性を検討し、将来の課税所得に対

して利用できる可能性が高いと判断した範囲内で認識しております。
当該判断にあたっては、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニング

に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たす場合に
は、将来の課税所得に対して利用できる可能性が高いものと判断しております。
収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時差異等の解消見込年

度及び繰戻・繰越期間における課税所得を見積っております。
当該見積りに用いた主要な仮定は、課税所得の見積りにおいて用いる将来計画（納税主体ごとの当期純利

益及び永久差異による加減算項目等の予測値）であります。将来計画は、過去の実績を基礎とし、経営環境
などの外部要因に関する情報や当社グループが用いている内部の情報に基づき整合的に補正し算定しており
ます。
当該見積り及び当該見積りに用いた主要な仮定について、将来の不確実な経済情勢の変動等により見直し

が必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整
額の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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３．のれんの評価
（1）科目名及び当連結会計年度計上額

科目名 金額（百万円）
のれん 5,094

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
企業結合により取得したのれんについては、取得価額と被取得会社等の識別可能資産及び負債の企業結合

日時点の時価との差額で算定し、その後の事業計画に基づく超過収益力として計上しております。
のれんを含む資産グループに減損の兆候がある場合には、当該資産グループから得られる割引前将来キャ

ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合
に減損損失を認識することとしております。
当該見積りに用いた主要な仮定は、将来事業計画における売上高成長率であります。売上高成長率は、被

取得会社等の過去の実績を基礎とし、経営環境などの外部要因に関する情報や当社グループが用いている内
部の情報に基づき整合的に補正し算定しております。
当該見積り及び当該見積りに用いた主要な仮定について、将来の不確実な経済情勢の変動等により見直し

が必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、のれんの減損損失（特別損失）が発生
する可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産 建物及び構築物 59百万円

土地 441百万円
上記に対応する債務 短期借入金 90百万円

長期借入金 47百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 102,120百万円
３．棚卸資産の内訳 商品及び製品 13,511百万円

仕掛品 66百万円
原材料及び貯蔵品 191百万円
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連結損益計算書に関する注記
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客

との契約から生じる収益の金額は、「収益認識に関する注記」に記載しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式
普通株式 109,468 ― ― 109,468

合計 109,468 ― ― 109,468
自己株式
普通株式 2,613 2,366 ― 4,980

合計 2,613 2,366 ― 4,980
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会 普通株式 3,098 29.00 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年11月11日
取締役会 普通株式 2,939 28.00 2024年９月30日 2024年12月５日
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2025年６月20日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議する予定であります。

決議予定 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会 普通株式 3,030 利益剰余金 29.00 2025年３月31日 2025年６月23日

３．当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 320,700株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主にカラオケ・飲食店舗事業を展開するための設備投資計画に照らして、必要に応じ金融
機関からの借入及び社債発行により資金を調達しております。資金運用については、安全性の高い金融資産で
運用し、また、設備資金の調達が必要な場合は、主に長期借入金により調達しております。投資有価証券は、
主に株式であり、市場リスクに晒されておりますが、四半期ごとに時価の把握を行い、適切に表示しておりま
す。敷金及び保証金については、取引先を定期的に調査し、経営実態を把握するとともに、回収可能性に懸念
があるものについては、回収不能見込額について貸倒引当金を計上し、リスク軽減を図っております。



61

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1） 投資有価証券 7,009 7,009 ―
（2） 敷金及び保証金 14,041

貸倒引当金 (注)４ ―
14,041 13,422 △618

資産計 21,051 20,432 △618
（3） 長期借入金 51,711 49,536 △2,174
負債計 51,711 49,536 △2,174
（注）１．「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税

等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので
あることから、記載を省略しております。

２．「長期貸付金」については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
３．市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対

照表計上額は以下のとおりであります。
区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 35

４．「敷金及び保証金」は、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
５．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。

（1）投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

レベル１の時価に分類しております。
（2）敷金及び保証金

賃貸借契約満了により、将来回収が見込まれる敷金及び保証金について、その将来キャッシ
ュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分
類しております。

（3）長期借入金（１年以内に返済予定のものを含む）
元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値

法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)
報告セグメント

その他
（注） 合計業務用

カラオケ
カラオケ・
飲食店舗 音楽ソフト 計

業務用カラオケ機器の販売による収
益 6,806 ― ― 6,806 ― 6,806

通信カラオケへの音源・映像コンテ
ンツの提供による収益 36,436 ― ― 36,436 ― 36,436

カラオケルーム・飲食店舗の運営に
よる収益 ― 66,550 − 66,550 ― 66,550

音楽・映像ソフトの販売等による収
益 ― ― 5,552 5,552 ― 5,552

その他 ― ― ― ― 16,066 16,066
顧客との契約から生じる収益 43,243 66,550 5,552 115,346 16,066 131,413
その他の収益 19,046 ― ― 19,046 2,560 21,606
外部顧客への売上高 62,289 66,550 5,552 134,392 18,627 153,020
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（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パーキング事業、不動産賃貸
及びBGM放送事業等を含んでおります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報については、「会計方針に関する事項」に記載しております。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

(単位：百万円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）
受取手形 72
売掛金 5,585

5,657
顧客との契約から生じた債権（期末残高）
受取手形 39
売掛金 5,712

5,751
契約資産（期首残高） ―
契約資産（期末残高） ―
契約負債（期首残高） 912
契約負債（期末残高） 972
（注） 契約負債は、各事業において、財又はサービスを顧客へ移転する前に、当該顧客から受け取った対価の

額であります。契約負債は、収益が認識された時点で取り崩されます。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務

に関する情報の記載を省略しております。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,113円36銭
２．１株当たり当期純利益 172円56銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

(単位：百万円)
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 12,350 4,002 4,002 16,604 28,603 45,207 △6,571 54,989
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,038 △6,038 △6,038
当 期 純 利 益 15,903 15,903 15,903
自 己 株 式 の 取 得 △3,999 △3,999
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 (純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 9,865 9,865 △3,999 5,865
当 期 末 残 高 12,350 4,002 4,002 16,604 38,469 55,073 △10,571 60,855

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 土地再評価差額金 評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 1,466 △733 732 374 56,096
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,038
当 期 純 利 益 15,903
自 己 株 式 の 取 得 △3,999
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 (純額) 400 175 575 89 665

当 期 変 動 額 合 計 400 175 575 89 6,530
当 期 末 残 高 1,866 △558 1,308 464 62,627
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
②その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
なお、債券のうち、取得原価と債券金額との差額が金利の調整と認め
られるものについては、償却原価法（定額法）により算定しておりま
す。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
①商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産
①自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。
②その他の無形固定資産 定額法によっております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に基づき計上して
おります。
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（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額
を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を費用処理し
ております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
（1）収益及び費用の計上基準
①業務用カラオケ事業

業務用カラオケ事業では、業務用カラオケ機器の販売、賃貸及び通信カラオケの音源・映像コンテン
ツの提供を行っております。業務用カラオケ機器の販売については、機器を引き渡した時点で当該機器
に対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断していることから、原則として機器を引き
渡した時点で収益を認識しております。ただし、出荷時点から顧客への引き渡し時点までが通常の期間
である卸売り販売については、代替的に出荷時点で収益を認識しております。業務用カラオケ機器の賃
貸については、通常の賃貸借取引に係る会計処理を適用し、顧客への機器賃貸が完了した月ごとに収益
を認識しております。音源・映像コンテンツの提供については、当該サービスの提供が完了した時点で
履行義務が充足されると判断していることから、顧客への音源・映像コンテンツの提供が完了した月ご
とに収益を認識しております。

②カラオケ・飲食店舗事業
カラオケ・飲食店舗事業では、カラオケルーム及び飲食店舗の運営を行っております。これら店舗に

おけるサービス提供については、当該サービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断し
ていることから、顧客にカラオケルームサービス又は飲食物の提供が完了した時点で収益を認識してお
ります。

５．その他計算書類作成のための基本となる事項
（1）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については10年間の均等償却を行っております。
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表示方法の変更に関する注記
（損益計算書関係）
前事業年度において「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取補償金」は、金額的重要性が増したた

め、当事業年度より独立掲記することとしております。

会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損
（1）科目名及び当事業年度計上額

科目名 金額（百万円）
減損損失 664

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に記載した事項と同一であるため、注記を省略しておりま

す。

２．繰延税金資産の回収可能性
（1）科目名及び当事業年度計上額

科目名 金額（百万円）
繰延税金資産 4,941

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に記載した事項と同一であるため、注記を省略しておりま

す。

３．関係会社株式の評価
（1）科目名及び当事業年度計上額

科目名 金額（百万円）
関係会社株式 11,294
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（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
関係会社株式のうち一部の株式につきましては、事業計画に基づき算定した価額で取得しております。
取得時に超過収益力を見込んで計上している関係会社株式については、取得時点の超過収益力等を反映し

た実質価額が毀損していないことを確認しております。また、超過収益力等の毀損により実質価額が帳簿価
額に比べ著しく低下した場合は、回復可能性が十分な根拠により裏付けられる場合を除き、相当の減損処理
を行うこととしております。
当該見積りに用いた主要な仮定は、当該関係会社の将来事業計画における売上高成長率であります。売上

高成長率は、当該関係会社の過去の実績を基礎とし、経営環境などの外部要因に関する情報や当社グループ
が用いている内部の情報に基づき整合的に補正し算定しております。
当該見積り及び当該見積りに用いた主要な仮定について、将来の不確実な経済情勢の変動等により見直し

が必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類において関係会社株式評価損（特別損失）が発生する可能
性があります。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 55,716百万円
２．カラオケルーム及び飲食店舗設備の内訳 建物 8,542百万円

構築物 67百万円
機械装置 925百万円
工具、器具及び備品 744百万円

３．保証債務等の内訳 販売特約店の借入債務の保証 208百万円
４．関係会社に対する金銭債権、債務 短期金銭債権 2,881百万円

長期金銭債権 240百万円
短期金銭債務 31,774百万円
長期金銭債務 153百万円
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５．「土地の再評価に関する法律」（平成10年法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す
る法律」（平成13年法律第19号）に基づき、当社において事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係
る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年政令第119号）第２条第４号に定める「地価税法第16
条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表
した方法により算定した価額」に合理的な調整を行って算定しております。
再評価を行った日 2001年３月31日
再評価を行った土地の当事業年度末の時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額 213百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引高 売上高 19,122百万円
仕入高 5,871百万円
販売費及び一般管理費 1,143百万円

営業取引以外の取引高 受取利息及び配当金 1,145百万円
その他営業外収益 255百万円
その他営業外費用 82百万円
資産譲受高 1百万円
資産譲渡高 1百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普通株式 2,613千株 2,366千株 ―千株 4,980千株

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 20百万円
棚卸資産評価損 72百万円
投資有価証券評価損 21百万円
関係会社株式評価損 2,759百万円
退職給付引当金 1,980百万円
賞与引当金 230百万円
長期未払金 19百万円
減損損失 1,985百万円
資産除去債務 847百万円
新株予約権 146百万円
繰延資産償却超過額 73百万円
土地再評価差額金 239百万円
その他 870百万円

繰延税金資産小計 9,267百万円
評価性引当額 △3,228百万円

繰延税金資産合計 6,038百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △865百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △56百万円

繰延税金負債合計 △921百万円
繰延税金資産の純額 5,117百万円
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関連当事者との取引に関する注記
１．役員及び個人主要株主等

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有（被所
有）割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）科 目 期末残高

（百万円）

主要株主(個
人)及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

㈱ホシ・クリエ
ート

東京都
港区 450

不動産の賃
貸及び音楽
関連事業

（被所有）
直接 4.7

店舗の
賃借
役員の
兼任

賃借料
の支払 139

その他
流動資
産(前払
費用)

12

― ―
敷金及
び保証
金

139

主要株主(個
人)及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

フジエンター
プライズ㈱

東京都
目黒区 10 音響機器販

売、リース ― 商品の
販売等

商品の
販売等 111 売掛金 7

（注）１．㈱ホシ・クリエートは、当社役員及び主要株主保志忠郊、当社役員及び主要株主保志治紀、及びその
近親者が、議決権の100％を所有しております。なお、両名は同社の代表取締役を兼任しておりま
す。
㈱ホシ・クリエートとの店舗の賃借に係る取引条件及び取引条件の決定方針等は、近隣の賃料相場を
参考にして、協議の上決定しております。

２．フジエンタープライズ㈱は、当社役員及び主要株主保志治紀の近親者が、議決権の100％を所有して
おります。
フジエンタープライズ㈱との取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引先と同様の販売価格
及び支払条件となっております。
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２．子会社等

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有（被所
有）割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱台東第一興商 東京都
台東区 90

カラオケ機
器の販売及
び賃貸並び
にカラオケ
ルームの運
営

（所有）
直接 100.0

当社商品
の販売

資金の
借入 320

短期
借入金 5,868

借入金
利息 16

子会社 日本クラウン㈱ 東京都
品川区 250

音楽、映像
ソフトの制
作及び販売

（所有）
直接 84.4

音 源 ・ 映
像・管理楽
曲使用許諾
料の支払

借入金
利息 14 短期

借入金 5,227

子会社 ㈱埼玉第一興商 さいたま市
北区 90

カラオケ機
器の販売及
び賃貸並び
にカラオケ
ルームの運
営

（所有）
直接 100.0

当社商品の
販売

資金の
借入 440

短期
借入金 2,018

借入金
利息 4

子会社 ㈱東海第一興商 名古屋
市中区 90

カラオケ機
器の販売及
び賃貸並び
にカラオケ
ルームの運
営

(所有)
直接 100.0

当社商品の
販売

資金の
借入 110

短期
借入金 1,919

借入金
利息 5

子会社 ㈱ディーケーフ
ァイナンス

東京都
品川区 60

金 銭 貸 付、
損害保険代
理業務

(所有)
直接 100.0

賃借料
の支払

借入金
利息 5 短期

借入金 1,825

（注） 借入金の利息につきましては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 594円94銭
２．１株当たり当期純利益 150円97銭

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は連結配当規制の適用会社であります。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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